
厚 生 労 働 省

都 道 府 県

事
業

計
画

基 金

雇
用

創
出

基
金

事
業

に
つ

い
て

交
付

金
の

交
付

市 町 村
補
助

民 間 企 業 等

事
業

委
託

事
業
委
託

求 職 者

事
業

を
直

接
実

施

事
業

を
直

接
実

施

雇 用 雇 用 雇 用 雇 用

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

求
人

・
求

職
の

マ
ッ
チ
ン
グ

雇 用 機 会 の 創 出

１
．
概

要

事
業

ス
キ
ー
ム

（
趣

旨
）

○
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後

の
急

激
な
雇

用
情

勢
の

悪
化

に
対

応
し
、

緊
急

的
に
失

業
者

の
当

面
の

雇
用

の
場

を
確

保
す
る
。

○
東

日
本

大
震

災
の

影
響

等
に
よ
る
失

業
者

の
雇

用
の

場
を

確
保

す
る
た
め
の

施
策

と
し
て
も
活

用
。

（
事

業
ス
キ
ー
ム
）

○
国

か
ら
の

交
付

金
に
よ
り
、
各

都
道

府
県

で
基

金
を
造

成
。

○
都

道
府

県
や

市
町

村
が

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
て
必

要
な
事

業
を

実
施

し
、
そ
の

事
業

を
実

施
す
る
た
め
に
必

要
な
求

職
者

を
雇

い
入

れ
る
こ
と
に
よ
り
雇

用
を
創

出
。

○
最
長
で
平

成
２
５
年
度
末
ま
で
実
施
可

能
。

（
注

）
一

部
の

事
業

で
は

民
間

企
業

等
へ

の
事

業
委

託
に
よ
っ
て
の

み
実

施
可

能
。

（
注

）
被

災
地

で
実

施
す
る
「
雇

用
復

興
推

進
事

業
」
は

、
平

成
２
７
年

度
末

ま
で
実

施
可

能
。

２
．
実

績

○
累

次
の

対
応

に
よ
り
、
交

付
額

の
合

計
は

１
兆

４
,５
１
０
億

円
。
雇

用
創

出
数

は
、
平

成
２
４
年

度
ま
で
に
１
０
４
万

人
と
な
る
見

込
み

。

雇
用
創
出
基
金
事
業
（
名
称
）

実
施
期
間

交
付

額
雇

用
創

出
数

ふ
る
さ
と
雇

用
再

生
特

別
基

金
事

業
平

成
２
３
年

度
末

ま
で

２
,５
０
０
億

円
（
２
０
年

度
２
次

補
正

）
９
万

人

緊
急

雇
用

創
出

事
業

平
成

２
３
年

度
末

ま
で

４
,５
０
０
億

円
（
２
０
年

度
２
次

補
正

）
５
５
万

人

重
点
分
野
雇
用
創
造
事
業

－
７
,５
１
０
億

円
４
０
万

人

重
点

分
野

雇
用

創
出

事
業

等
平

成
２
４
年

度
末

ま
で

３
,５
０
０
億

円
（
２
１
年

度
２
次

補
正

、
２
２
年

度
補

正
及

び
予

備
費

）
２
４
万

人

震
災

等
緊

急
雇

用
対

応
事

業
平

成
２
４
年

度
末

ま
で

（
２
４
年

度
開

始
事

業
は

２
５
年

度
末

ま
で
）

２
,５
０
０
億

円
（
２
３
年

度
１
次

補
正

及
び
３
次

補
正

）
１
１
万

人

雇
用
復
興
推
進
事
業

平
成

２
４
年

度
末

ま
で
に
開

始
し
た
事

業
に
つ
い
て
３
年
間

（
平

成
２
７
年

度
末

ま
で
）

１
,５
１
０
億

円
５
万

人

（
注

）
雇

用
創

出
数

は
、
平

成
２
３
年

度
ま
で
の

実
績

と
平

成
２
４
年

度
の

計
画

数
の

合
計

。
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今
後

の
地

域
雇

用
対

策
に

つ
い

て

○
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
り
、
全

国
的

に
雇

用
情

勢
が

大
き
く
落

ち
込

ん
だ
こ
と
か

ら
、
緊

急
的

に
当

面
の

雇
用

の
場

を
確

保
す
る
た
め
、

全
国
で
雇
用
創
出
基
金
事
業
を
実
施
。

○
雇
用
情
勢
の
持
ち
直
し
に
伴
い
、
今
後
は
、
地

域
で
安

定
的

か
つ
良

質
な
雇

用
を
創

出
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
ま
た
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以

降
、
地

域
で
は

、
新

し
い
産

業
の

育
成

等
の

課
題

に
直

面
（
※
）
。
産

業
政

策
と
一

体
と
な
っ
た
形

で
の

雇
用

対
策

が
必
要
。

地
域

の
雇

用
情

勢
の

現
状

・
課

題

（
※

）
例

と
し
て
、
①

従
来

か
ら
雇

用
情

勢
が

悪
く
、
地

域
に
主

要
な
産

業
が

な
い
た
め
、
全

国
的

に
雇

用
情

勢
が

持
ち
直

す
中

で
も
雇

用
情

勢
の

改
善

が
見

ら
れ

な
い
地

域
、
②

雇
用

創
出

力
が

高
い
特

定
の

産
業

に
大

き
く
依

存
し
て
い
た
が

、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
等

の
影

響
を
受

け
て
特

定
産

業
の

競
争

力
が

衰
退
し
た
た
め
、
回
復
が
遅
れ
て
い
る
地
域

な
ど
。

○
都

道
府

県
レ
ベ
ル

で
の

産
業

政
策

と
一

体
と

な
っ
た
雇

用
創

造
の

取
組

へ
の

支
援

を
検
討
。

－
都

道
府

県
レ
ベ
ル

で
地

域
の

関
係

者

（
都

道
府

県
、
企

業
、
大

学
、
金

融
機

関
等

）
の

協
議

会
が

行
う
、
人

材
の

確
保

や
求

職
者

の

雇
入

れ
等

に
対

す
る
支

援
な
ど
を
想
定

。

今
後

の
対

応

【
協

議
会

（
例

）
】

○
自

治
体

（
都

道
府

県
、
市

町
村

）
○

国
（
労

働
局

、
経

産
局

）
○

企
業

・
人

材
の

確
保

・
求

職
者

の
雇

入
れ

等
○

教
育

・
研

究
機

関
（
大

学
、
訓

練
機

関
）

○
そ
の

他
（
金

融
機

関
等

）

【 厚 生 労 働 省 】

支
援

都 道 府 県

連
携

関
係

省
庁



事
業
名

ふ
る
さ
と
雇
用
再
生

特
別
基
金
事
業

緊
急
雇
用
創
出
事
業

重
点
分
野
雇
用
創
造
事
業

重
点
分
野

雇
用
創
出
事
業

地
域
人
材

育
成
事
業

震
災
等
緊
急
雇
用

対
応
事
業

雇
用
復
興
推
進
事
業

事
業
復
興
型

雇
用
創
出
事
業

生
涯

現
役

・
全

員
参

加
・
世

代
継

承
型

雇
用

創
出
事
業

趣
旨

地
域

の
実

情
や

創
意

工
夫

に
基

づ
き
、
地
域
の
求
職
者
等
の
継

続
的

な
雇

用
機

会
を
創

出

離
職

を
余

儀
な
く
さ
れ

た
非

正
規

労
働

者
等

の
一

時
的

な
雇

用
機

会
を
創
出

介
護

、
医

療
等

成
長

が
期
待
さ
れ
る
分
野

で
新

た
な
雇

用
機

会
を
創
出

地
域

の
企

業
等

で
、

雇
用

し
な
が

ら
研

修
等
を
行
い
、
人
材
を

育
成

震
災

の
影

響
等

に
よ
る
失

業
者

等
の
雇
用
機
会
を
創
出

被
災

地
に
お
い
て
、
被

災
者

の
安

定
的

な
雇

用
機

会
の
創
出

産
業
政
策
と
一
体
と

な
っ
て
、
雇

用
面

か
ら
事

業
所
へ
支
援

モ
デ
ル

性
の

あ
る
雇

用
機
会
を
創
出

事
業
規
模

2
,5
0
0
億
円

（特
別

会
計

）

（
2
0
年

度
２
次

補
正

）

都
道
府
県
に
ふ
る
さ
と
雇
用

再
生

特
別

基
金

を
造

成

4
,5
0
0
億
円

（一
般

会
計

）

2
0
年
度
２
次
補
正
1
,5
0
0
億

2
1
年
度
１
次
補
正
3
,0
0
0
億

都
道
府
県
に
緊
急
雇
用
創
出
事

業
臨

時
特

例
基
金
を
造
成

7
,5
1
0
億
円

（一
般

会
計

）

2
1
年
度
２
次
補
正

1
,5
0
0
億
円

2
2
年
度
予
備
費

1
,0
0
0
億
円

2
2
年
度
補
正

1
,0
0
0
億
円

2
3
年

度
１
次

補
正

5
0
0
億

円
2
3
年
度
３
次
補
正
2
,0
0
0
億
円

2
3
年
度
３
次
補
正
1
,5
1
0
億
円

都
道
府
県
に
造
成
し
た
緊

急
雇

用
創

出
事
業

臨
時
特

例
基
金

に
積

み
増

し

実
施
主
体

地
方
公
共

団
体

か
ら
民
間
企

業
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
等

に
委

託

地
方
公
共

団
体

か
ら
民
間
企

業
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
等

に
委

託
又

は
地

方
公

共
団
体
が

直
接

実
施

地
方

公
共

団
体

か
ら
民

間
企

業
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等

に
委

託
又
は
地

方
公
共

団
体
が

直
接

実
施

地
方
公
共
団
体
が
雇

入
れ
に
係
る
経
費
を

助
成

地
方
公
共
団
体
か
ら
民

間
企

業
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等

に
委

託

対
象
分
野

限
定

な
し

限
定

な
し

介
護
、
医
療
、
農
林
、
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

観
光

、
地

域
社

会
雇

用
、
教

育
・
研

究
、
都

道
府
県
が
設
定
す
る
４
分
野

限
定

な
し

将
来

的
に
被

災
地

の
雇

用
創

出
の

中
核

と
な
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
る
事

業

若
者
・
女
性
・
高
齢
者
・

障
害
者
が
活
躍
で
き
る

事
業

雇
用
期
間

１
年
以
上

（
2
3
年
度
ま
で
更
新
可
）

原
則

６
ヶ
月

以
内
。
更
新
１
回

可
（
実

質
１
年

以
内

、
被

災
者

は
複

数
回
更
新
可
）

１
年
以
内

１
年
以
内

１
年
以
内

（
被
災
者
は
複
数
回
更
新
可
）

期
間
の
定
め
の
な
い
雇

用
等

１
年
以
上

（
2
7
年
度
ま
で
更
新
可
）

主
な
実

施
要
件

事
業
費
に
占
め
る
新

規
に
雇
用

さ
れ

た
失

業
者

の
人

件
費

割
合

は
1
/
2
以

上

事
業
費
に
占

め
る
新

規
に
雇

用
さ
れ

た
失

業
者

の
人

件
費

割
合

は
1
/
2
以
上

事
業
費
に
占
め
る
新
規
に
雇
用
さ
れ
た
失
業
者
の
人
件
費
割
合
は
1
/
2
以
上

産
業
政
策
の
観
点
か
ら

の
支
援
を
受
け
る
等

事
業
費
に
占
め
る
新

規
に
雇

用
さ
れ

た
失

業
者

の
人
件
費
割
合
は
1
/
2

以
上

新
規

雇
用

失
業

者
の

人
件

費
以

外
の

事
業

費
の
内
、
研
修
費
用
割

合
は

3
/
5
以

上

実
施
期
間

平
成
２
３
年
度
ま
で

平
成
２
３
年
度
ま
で

平
成
２
４
年
度
ま
で

平
成
２
４
年
度

（
一

部
平

成
２
５
年

度
）
ま
で

平
成
２
７
年
度
ま
で

（
平

成
２
４
年

度
ま
で
に
開

始
し
た
事

業
を
３
年

間
支

援
）

実
績

2
0
年

度
7
2
人

2
1
年

度
2
4
,4
2
9人

2
2
年

度
3
1
,6
9
2人

2
3
年

度
2
9
,8
4
7人

2
0
年

度
4
,5
5
2
人

2
1
年

度
1
8
7
,6
78
人

2
2
年

度
1
9
0
,0
27
人

2
3
年

度
1
4
1
,7
78
人

2
1
年

度
4
9
7
人

2
2
年

度
8
0
,1
4
8人

2
3
年

度
1
0
5
,9
42
人

被
災

３
県

（
計

画
）

4
6
,1
3
1
人

被
災

３
県

（
実

績
）

4
3
,8
0
2
人

（
平

成
2
4
年

６
月

末
時

点
）

（
参

考
１
）
雇

用
創

出
基

金
事

業
の

比
較



（
参

考
２

）
現

在
の

雇
用

情
勢

－
持

ち
直

し
て

い
る

も
の

の
、

依
然

と
し

て
厳

し
い

状
況

に
あ

る
－

○
完

全
失

業
率

は
、

６
月

は
４

．
３

％
。

○
有

効
求

人
倍

率
は

、
６

月
は

０
．

８
２

倍
と

前
月

よ
り

０
．

０
１

ポ
イ

ン
ト

改
善

。
○

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

を
訪

れ
る

事
業

主
都

合
離

職
者

（
新

規
求

職
者

数
）

は
、

前
年

同
月

比
２

０
．

０
％

の
減

少
。

○
日

銀
短

観
の

雇
用

人
員

判
断

（
「

過
剰

」
-
「

不
足

」
）

は
、

６
月

の
雇

用
過

剰
感

は
弱

ま
っ

て
い

る
。

（
３

月
→

６
月

全
産

業
：

＋
１

→
＋

１
※

直
近

の
ピ

ー
ク

は
2
0
0
9
年

3
月

の
＋

２
３

）
○

６
月

の
雇

用
保

険
の

受
給

者
数

は
前

年
同

月
比

１
５

．
１

％
減

の
６

０
．

１
万

人
。

2
.5

3
.0

3
.5

4
.0

4
.5

5
.0

5
.5

6
.0

0
.4
0

0
.5
0

0
.6
0

0
.7
0

0
.8
0

0
.9
0

1
.0
0

1
.1
0

（
％

）
（
倍

）

2
4
年
6
月
の
有
効
求
人
倍
率

0
.
8
2
倍

（
資
料
出

所
）

総
務

省
「

労
働

力
調
査

」
、
厚

生
労
働
省

「
職
業

安
定
業
務

統
計

」
※

シ
ャ

ド
ー

部
分
は
景
気

後
退
期

、
直
近
の

景
気
の

谷
は

暫
定

的
に

設
定

。
(
注

)
平

成
23
年

3
月

～
8
月

の
完

全
失

業
率

、
完

全
失

業
者

数
は

岩
手

県
、

宮
城

県
及

び
福

島
県

の
推

計
結

果
と

同
３

県
を

除
く

全
国

の
結

果
を

加
算

す
る

こ
と

に
よ
り
算

出
し
た

補
完
推
計

値
で
あ

り
、

2
4
年
6
月
の
完
全
失
業
率

4
.
3
％
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